
久万高原町地域おこし協力隊設置要綱 

令和６年３月２８日 

告示第２２号 

 

久万高原町地域おこし協力隊設置要綱（令和２年告示第２２号）の全部を改正

する。 

 

 （設置） 

第１条 人口減少や高齢化等の進行が著しい本町において、町外の人材を積極

的に誘致し、その定住・定着を図り、地域力の維持・活性化につなげるため、

地域おこし協力隊推進要綱（平成２１年３月３１日付総行応第３８号総務事

務次官通知）に基づき、久万高原町地域おこし協力隊（以下「地域おこし協

力隊」という。）を設置する。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

 （１） 隊員 町長が委嘱した地域おこし協力隊の全員をいう。 

 （２） 任用型隊員 隊員のうち、会計年度任用職員として任用した者をい

う。 

 （３） 委託型隊員 隊員のうち、町と業務委託契約を締結して活動を行う

私人をいう。 

 （隊員の活動） 

第３条 隊員は、次に掲げる活動（以下「地域協力活動」という。）を行うも

のとする。 

（１） 地域資源の発掘及び特産品の開発並びに販売支援に関する活動 

（２） 農林業の振興支援に関する活動 

（３） 移住交流及び定住促進に関する活動 

（４） 観光の振興に関する活動 

（５） 地域コミュニティ活動の支援 

（６） その他地域活性化のため町長が必要と認める活動 



２ 町長は、地域協力活動を円滑に進めるため必要と認める場合は、隊員に業

務委託によってその活動を行わせることができる。 

（町の役割） 

第４条 町長は、地域協力活動が円滑に実施できるよう、次に掲げる支援等を

行う。 

（１） 活動に関する総合調整 

（２） 活動を行う地域との調整及び住民への周知 

（３） 委嘱期間終了後の定住支援 

（４） その他隊員の円滑な活動に必要な事項 

２ 町長は、地域協力活動に関して、必要な指導及び助言を行うことができ

る。 

 （身分） 

第５条 任用型隊員の身分は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以

下「法」という。）第２４条第５項並びに地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２０３条の２第５項及び第２０４条第３項の規定に基づき、法第２

２条の２第１項第１号に規定する会計年度任用職員とする。 

 （委嘱） 

第６条 隊員は、法第１６条に規定する欠格条項に該当せず、次の各号の要件

を全て満たす者のうちから、町長が委嘱する。 

 （１） 生活の拠点を三大都市圏をはじめとする都市地域から本町へ移住

し、住民票を異動することが可能な者、又は他地域で地域おこし協力隊

員であった者（同一地域における地域協力活動２年以上、かつ解職１年

以内）で、本町へ移住し、住民票を異動することが可能な者 

 （２） 本町に定住・定着の意思がある者 

 （３） 心身ともに健康である者 

 （４） 普通自動車運転免許を有し、日常的な運転に支障のない者 

 （５） 住民とコミュニケーションをとり、誠実かつ積極的に地域協力活動

ができる者 

 （６） 総務省（特別交付税措置）の地域おこし協力隊の要件に該当する者 

 



２ 町長は、隊員を委嘱する場合は、委嘱条件等を通知するものとする。 

 （委嘱期間） 

第７条 隊員の委嘱期間は、委嘱した日から１年以内とし、最長３年まで延長

することができる。 

２ 隊員の委嘱期間を延長する場合は、１年ごとに延長するものとする。 

 （隊員の義務） 

第８条 隊員は、町民との信頼関係を損ねることのないよう、各種法令の遵守

をはじめ、活動規律を十分に確保しなければならない。 

２ 隊員は、第６条の規定により委嘱された後、直ちに本町の区域内に住所を

定めなければならない。 

３ 隊員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

 （副業） 

第９条 隊員は、隊員としての秩序及び適格性を欠くことなく、地域協力活動

の妨げにならない範囲において、他の利益活動により収入を得ようとする場

合には、事前に町長へ申し出るものとする。ただし、委託型隊員はこの限り

ではない。 

 （活動の対価） 

第１０条 任用型隊員の報酬は、久万高原町地域おこし協力隊の給与に関する

規則（令和２年久万高原町規則第１５号）第２条の規定に基づき支給し、期

末手当及び時間外手当などその他手当は支給しない。 

２ 任用型職員の通勤に係る費用は、久万高原町会計年度任用職員の給与に関

する規則（令和２年久万高原町規則第１７号）第２５条の規定に基づき支給

するものとする。 

３ 任用型隊員が町長の命令により出張した場合は、久万高原町職員の旅費に

関する条例（平成１６年久万高原町条例第４９号）に定める一般職の例によ

り旅費を支給するものとする。 

４ 委託型隊員の委託料は、業務委託契約に基づき支払う。 

 （地域協力活動に要する経費） 

第１１条 町長は、隊員の地域協力活動に必要な経費については、予算の範囲



内で支出する。 

 （活動時間等） 

第１２条 任用型隊員の活動時間は原則として、１週間あたり３５時間とす

る。ただし、委託型隊員の勤務時間等については、業務委託契約書で定める

ものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、任用型隊員は、久万高原町会計年度任用職員の

勤務時間、休暇等に関する規則（令和２年久万高原町規則第１８号）による

ものとする。 

 （福利厚生） 

第１３条 任用型隊員の福利厚生については、健康保険法（大正１１年法律第

７０号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５条）、雇用保険法（昭和

４９年法律第１１６号）及び地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１

５２号）等の適用については、それぞれの法律の定めるところによる。 

 （公務災害補償） 

第１４条 任用型隊員の公務災害補償については、地方公務員災害補償法（昭

和４２年法律第１２１号）、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０

号）又は久万高原町非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（平成１６

年久万高原町条例第３５号）の定めるところによる。 

 （身分証明書の携帯等） 

第１５条 隊員が職務を遂行するときは、常に身分証明書（別記様式）を携帯

し、関係者から請求があったときは、これを提示しなければならない。 

２ 身分証明書を他人に貸与、譲渡又はこれを加工してはならない。 

３ 身分証明書を紛失又は損傷したときには直ちに町長に届けなければならな

い。 

４ 身分証明書は、任用期間終了時には直ちに町長に返還しなければならな

い。 

（活動報告） 

第１６条 任用型隊員は、地域協力活動の状況について、その概要を活動記録

日誌により記録し、毎月１０日までに前月分の月間活動報告書とあわせて、

町長に報告しなければならない。 



２ 委託型隊員は、業務委託契約に基づき報告を行うものとする。 

３ 隊員は、活動年度の３月末日又は第７条の委嘱期間の満了日のいずれか早

い日までに、年間活動報告書を提出するものとする。ただし、別途活動報告

会を実施する場合は、この限りではない。 

 （退職） 

第１７条 隊員は、真にやむを得ない理由により、第７条の委嘱期間の満了前

に退職しなければならないときは、その旨を３０日前までに町長へ申し出

て、その承諾を受けなければならない。 

２ 町長は、隊員が次の各号のいずれかに該当するときは、隊員を解任するこ

とができる。 

 （１） 法令若しくは隊員の義務に違反し、又は地域協力活動を怠ったと

き。 

 （２） 心身の故障のため地域協力活動の遂行に支障があり、又はこれに堪

えないとき。 

 （３） 地域協力活動に必要な適格性を欠くとき。 

 （４） 隊員としてふさわしくない非行のあったとき。 

 （５） 協議なく町外へ住所を移したとき。 

 （６） 職の改廃又は予算の減少による廃職又は過員を生じたとき。 

 （７） 募集時の応募用紙等に虚偽の記載があったとき。 

３ 町長は、前項の規定により隊員を任期の中途において解任しようとすると

きは、３０日前に本人に予告しなければならない。ただし、当該隊員の責め

に帰すべき理由による場合は、この限りではない。 

 （その他） 

第１８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

   附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

  



別記様式（第１５条関係） 

 

 

（表） 

 

身 分 証 明 書 

 

氏 名 

 

上記の者は、久万高原町地域おこし協力隊設置要綱に規定

する地域おこし協力隊員であることを証明する。 

【有効期間】     年  月  日 から 

    年  月  日 まで  

久万高原町長         印 

  

 

（裏） 

 

注 意 事 項 

 

１ 本証は、他人に貸与、譲渡することはできません。 

２ 本証は、久万高原町地域おこし協力隊設置要綱第１５ 

  条の規定により、常時携帯してください。 

３ 本証を、紛失・破損したとき、又は記載事項に変更が 

あったときは、直ちに発行者に届け出てください。 

４ 資格を失ったときは、本証を発行者に返還してくださ 

い。 

 

 


